
１．制度の概要

２．地域再生計画

３．寄付実績
：

まち・ひと・しごと創生寄付活用事業（企業版ふるさと納税）の効果検証
令和5年度 実績

地域再生計画の名称 吉岡町まち・ひと・しごと創生推進計画

担当部署 健康福祉課 子育て支援室

寄付件数（件） 1 寄付金額（円） 200,000

対象事業名 保育士確保事業

総事業費（円） 6,900,000

基本目標 ２：一人ひとりが輝き、生き生きと暮らせるまち （１）子育てしやすいまちづくり

基準値(平成30年度) 目標値(令和6年度)

33.1% 35.0%

 企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）は、国が認定した地方公共団体の地方創生事業（地域再生計画）に対して、企業が
寄附を行った場合に、寄附額の６割相当額を法人関係税（法人事業税、法人住民税、法人税）から税額控除する制度である。こ
の制度を活用することで、寄附企業は、損金算入による軽減効果（寄附額の約３割）と合わせて、最大で寄附額の約９割が軽減
されることとなる。また、寄附を受けた地方公共団体は、寄附を財源とした地方創生事業の実施が可能となる。
 ただし、本社が所在する地方公共団体への寄附や、１０万円未満の寄附については制度の対象外となる。
 実施期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間となっている。

総合戦略におけ
る位置づけ ＫＰＩ 子育てしやすいと感じている保護者の割合

事業概要・実績
 国の基準以上に保育士を配置(余剰配置)することで、年度途中においても児童が保育所等へ入
所しやすい体制を整備し、保育を円滑にかつ安定的に実施・運営するもの。
 町内６保育所等（全園）で実施。

事業効果
 保育士の確保により、年度途中入園希望園児の安定した受入体制の構築が図られ、総合戦略
における基本目標「２：一人ひとりが輝き、生き生きと暮らせるまち」の数値目標「子育てし
やすいと感じている保護者の割合」に寄与したと評価できる。

今後の方針 継続実施

 制度を活用するためには、地方創生事業を記載した地域再生計画を策定し、国から認定を受ける必要があるが、制度改正によ
り、個別の事業ごとの認定から、地方版総合戦略の転記・抜粋による包括的な地域再生計画の認定を受けることが可能となっ
た。
 吉岡町では、第２期吉岡町まち・ひと・しごと創生総合戦略と同一の事業を制度対象事業とした地域再生計画を策定し、令和
４年３月に国から認定を受けている。
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：

４．外部有識者による意見

担当部署 建設課 用地管理室

寄付件数（件） 1 寄付金額（円） 1,000,000

対象事業名 渇水対策施設維持管理事業

総事業費（円） 14,896,695

基本目標 １：「地域力」を活かした、誰もが安心して暮らせるまち （１）豊かな住環境の整備と安心・安全、便利なまちづくり

基準値(平成30年度) 目標値(令和6年度)
83.2% 85.0%

総合戦略におけ
る位置づけ ＫＰＩ 住みやすい町と感じている町民の割合

事業概要・実績
渇水対策施設として整備された小倉沈殿池において地下約１４０ｍからポンプで汲み上げた湧
水は、主に田のかんがい用水やぶどう園などで活用されているため、ポンプ施設に係る電気料
金の財源確保を図り、用水の安定供給を維持するもの。

事業効果

 農業用水としてはもちろん、水道水の自己水源や町特産の小倉ブドウ園等でも利用されてい
る。安定的な農業用水や水道水を供給でき、総合戦略における基本目標「１：「地域力」を活
かした、誰もが安心して暮らせるまち」の数値目標「住みやすい町と感じている町民の割合」
に寄与したと評価できる。

今後の方針 継続実施

周辺企業との繋がりを増やすことで、寄附を積極的にいただけるような関係構築を図られたい。
寄附件数を見る限り、制度の周知徹底が足りないと感じられるため、その強化に取り組まれたい。
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